
部局名 商工部

課 名 企業立地課

№ 根拠 根拠規定の名称 条項

1 例規 都城市企業立地促進条例 第3条第1項

2 例規 都城市企業立地促進条例 第4条第3項

3 例規 都城市企業立地促進条例 第7条第2項

4 例規 都城市企業立地促進条例 第8条

5 例規
都城市地方活力向上地域における
固定資産税の不均一課税に関する
条例

第3条第2項

6 例規
都城市地域経済牽引事業の促進の
ための固定資産税の課税免除に関
する条例

第2条

申請に対する処分の内容

様式Ａ－１

申請に対する処分一覧

指定事業者の決定

奨励措置の決定

指定事業者、立地支援企業又は特定物流
支援企業の事業の承継の承認

指定事業者、立地支援企業又は特定物流
支援企業の事業の承継の承認

不均一課税の適用の決定

課税免除の決定



様式Ａ－２

部 局 名 商工部

課 名 企業立地課

1

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和6年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

指定事業者の決定

１か月

都城市企業立地促進条例

都城市企業立地促進条例

№

審 査 基 準

＜根拠規定＞
【都城市企業立地促進条例】
（指定事業者の指定）
第３条　指定事業者の指定を受けようとする者は、規則で定めるところにより、
市長に申請しなければならない。

＜基準規定＞
【都城市企業立地促進条例】
（指定事業者の指定）
第３条第２項　市長は、前項の規定による申請があったときは、次の各号のいず
れにも該当する者を、指定事業者として指定することができる。
(1)　次に掲げる工場等の区分に応じ、それぞれ定める要件を満たす事業計画を
有する者
ア　工場　その設置に係る投下固定資産総額が2,300万円を超え、かつ、雇用増
加が5人以上のもの(特定物流施設内に設置する場合にあっては、雇用増加が5人
以上のもの)
イ　流通施設又は卸売施設　その設置に係る投下固定資産総額が5,000万円を超
え、かつ、雇用増加が5人以上のもの(特定物流施設内に設置する場合にあって
は、雇用増加が5人以上のもの)
ウ　試験研究施設　その設置に係る投下固定資産総額が2,000万円を超え、か
つ、雇用増加が5人以上のもの
エ　観光施設　その設置に係る投下固定資産総額が1億円を超え、かつ、雇用増
加が15人以上のもの
オ　情報サービス施設　雇用増加が2人以上のもの
カ　コールセンター施設　雇用増加が5人以上のもの

基準所管課

条 項

第3条第1項

第3条第2項



様式Ａ－２

部 局 名 商工部

課 名 企業立地課

2

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和6年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

奨励措置の決定

１か月

都城市企業立地促進条例

都城市企業立地促進条例
都城市企業立地促進条例施行規則

№

審 査 基 準

＜根拠規定＞
【都城市企業立地促進条例】
第4条
3　第１項指定事業者又は立地支援企業が奨励措置の適用を受けようとするとき
は、規則で定めるところにより、市長に申請しなければならない。
＜基準規定＞
【都城市企業立地促進条例】
第5条　市長は、指定事業者及び立地支援企業に対し、別表第1に定めるところ
により、奨励措置を行うものとする。
2　前項の規定にかかわらず、特定物流施設に立地する指定事業者に対する奨励
措置については、別表第２のとおりとする。
3　第１項の規定にかかわらず、都城インター工業団地桜木地区に立地する者に
対する奨励措置については、別表第３のとおりとする。
別表第１、別表第２、別表第３　略
【都城市企業立地促進条例施行規則】
(奨励措置の適用申請)
第9条　条例第5条第4項に規定する奨励措置の適用の申請は、次に掲げるとおり
とする。
(1)　条例第4条第1項第1号の固定資産税の免除の申請は、当該工場等の操業開
始の日以後、課税免除の適用を受けようとする年度の初日の属する年の2月末日
までに、固定資産税免除申請書(様式第9号)を市長に提出すること。
(2)　条例第4条第1項第2号の雇用奨励金の交付の申請は、次に掲げる申請の区
分により、当該区分に定める期限までに雇用奨励金交付申請書(様式第10号又は
様式第10号の2)を市長に提出すること。
ア　第1期新規雇用従業員の雇用奨励金の申請　当該工場等の操業開始の日以後
1年6月を経過した日から30日以内
イ　第2期新規雇用従業員の雇用奨励金の申請　当該工場等の操業開始の日以後
2年6月を経過した日から30日以内
ウ　第3期新規雇用従業員の雇用奨励金の申請　当該工場等の操業開始の日以後
3年6月を経過した日から30日以内
(3)　条例第4条第1項第3号、第4号、第5号及び第6号の工場等用地取得補助金、
工場等建築費補助金、環境施設等整備補助金及び浸水対策補助金の交付の申請
は、当該工場等の操業開始又は当該施設の使用開始の日から1年6月以内に、補
助金交付申請書(様式第11号又は様式第11号の2)を市長に提出すること。
(4)　条例第4条第1項第7号の賃料補助金の交付の申請は、当該工場等の操業開
始又は当該施設の使用開始の日から起算して1年を経過した日から90日以内に、
補助金交付申請書を市長に提出すること。

基準所管課

条 項

第4条第3項

第5条・別表第1・第2・第3
第9条



様式Ａ－２

部 局 名 商工部

課 名 企業立地課

3

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和6年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

指定事業者、立地支援企業又は特定物流支援企業の事業の承継の承認

14日

都城市企業立地促進条例

都城市企業立地促進条例
都城市企業立地促進条例施行規則

№

審 査 基 準

【都城市企業立地促進条例】
（地位の承継）
第７条　相続、合併、分割、譲渡その他の事由により、指定事業者、立地支援企
業又は特定物流支援企業に変更が生じたときは、その事業を承継した者(以下
「承継人」という。)は、規則で定めるところにより、市長に承継の事実を届け
出て承認を得なければならない。
２　市長は、承継人のうち、指定事業者又は立地支援企業の事業を承継した者に
対して第4条第1項の奨励措置を行うことができる。

【都城市企業立地促進条例施行規則】
(承継の届出)
第15条　条例第7条第1項に規定する承継の届出は、承継の事実が生じた後、遅滞
なく地位承継届(様式第13号)を市長に提出して行わなければならない。

基準所管課

条 項

第7条第2項

第7条第1項
第15条



様式Ａ－２

部 局 名 商工部

課 名 企業立地課

4

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和6年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

指定事業者、立地支援企業又は特定物流支援企業の申請又は届出事項変更の承認

14日

都城市企業立地促進条例

都城市企業立地促進条例

№

審 査 基 準

【都城市企業立地促進条例】
（変更の届出）
第８条　指定事業者、立地支援企業又は特定物流支援企業（承継人を含む。以下
同じ。）は、指定事業者にあっては第３条第1項に、立地支援企業にあっては第2
条第13号に、特定物流支援企業にあっては同条第20号に規定する申請又は届出事
項に変更を生じたときは、市長にその旨を届け出て承認を得なければならない。

基準所管課

条 項

第8条

第8条



様式Ａ－２

部 局 名 商工部

課 名 企業立地課

5

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

審 査 基 準

＜根拠規定＞
【都城市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例】
（不均一課税の申請）
第３条　前条第１項の規定により固定資産税の不均一課税の適用を受けようとす
る者は、規則で定めるところにより、市長に申請しなければならない。
２　市長は、前項の規定による申請があったときは、前条第１項の税率を適用す
るかどうかの決定をし、当該申請をした者に通知するものとする。

＜基準規定＞
【都城市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例】
（不均一課税）
第２条 認定設置者について、当該特別償却設備である家屋又は構築物及び償却
資産並びに当該家屋又は構築物の敷地である土地（公示日以後に取得したものに
限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該
土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設の着手があった場合における当該土
地に限る。）に対して課する固定資産税については、都城市税条例（平成18年条
例第99号）第62条の規定にかかわらず、当該特別償却設備に対して新たに課され
ることとなった年度以後３か年度に限り、次の表の左欄に掲げる事業及び同表の
中欄に掲げる年度の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める税率とする。
　次の表　略
２ 前項の規定は、都城市企業立地促進条例（平成18年条例第207号）第３条第１
号の規定及び都城市地域経済牽引事業の促進のための固定資産税の課税免除に関
する条例（平成30年条例第22号）第２条の規定の適用の対象となる家屋、構築
物、償却資産又は土地、都城市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する
条例（令和３年条例第35号）第３条の規定の適用の対象となる家屋、償却資産又
は土地並びに都城市税条例附則第10条の２第20項の規定の適用の対象となる特例
対象資産（地方税法附則第64条に規定する特例対象資産をいう。）については、
適用しない。

【都城市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例施行規
則】
(不均一課税の申請及び決定通知)
第2条　条例第3条第1項の規定による申請は、条例第2条第1項の規定の適用を受
けようとする年度(地域再生法第17条の6の地方公共団体等を定める省令(平成27
年総務省令第73号)第2条第1号の特別償却設備に対して新たに固定資産税が課さ
れることとなった年度をいう。)の初日の属する年の1月31日までに、固定資産税
の不均一課税申請書(様式第1号)により行わなければならない。

審査基準整理票

基準所管課

№

市長

不均一課税の適用の決定

規 定 の 名 称 条 項

5月15日

令和2年10月1日

令和5年10月1日

都城市地方活力向上地域における固定資産税の不
均一課税に関する条例

第3条第2項

都城市地方活力向上地域における固定資産税の不
均一課税に関する条例
都城市地方活力向上地域における固定資産税の不
均一課税に関する条例施行規則

第2条

第2条



様式Ａ－２

部 局 名 商工部

課 名 企業立地課

6

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

審 査 基 準

【都城市地域経済牽引事業の促進のための固定資産税の課税免除に関する条例】
（課税免除）
第２条 市長は、同意促進区域内において、法第4条第6項に規定する基本計画の
終了の日又は法第５条第１項の規定により変更のあった基本計画の終了の日のい
ずれか遅い日までに、前条に規定する事業者が新設し、又は増設した対象施設の
用に供する家屋及び償却資産並びにこれらの敷地である土地に対して課する固定
資産税について、操業を開始した日以後最初の1月1日を賦課期日とする年度から
3年度分に限り、課税免除をすることができる。

第３条　前条の規定により固定資産税の課税免除を受けようとする者は、当該年
度の初日の属する年の１月31日までに、申請書に市長が必要と認める書類を添え
て、市長に提出しなければならない。
２ 市長は、前項の申請書が提出されたときは、当該申請書を審査し、固定資産
税の課税免除の可否を決定しなければならない。この場合において、市長は、必
要に応じて報告若しくは関係書類の提出を求め、又は調査を行うことができる。

審査基準整理票

基準所管課

№

市長

課税免除の決定

規 定 の 名 称 条 項

5月15日

令和3年10月1日

令和5年10月1日

都城市地域経済牽引事業の促進のための固定資産
税の課税免除に関する条例

第2条

都城市地域経済牽引事業の促進のための固定資産
税の課税免除に関する条例

第2条、第3条


